
交付金充当額
（円）

計画で掲げた目標 実績
達成率

（定量的指標のみ）

1 単
住民税非課税世帯等生活支援
給付金給付事業費【物価高騰
対策給付金】

エネルギー・食料品等の物価高騰の影響により特に負担が増
大している低所得世帯（令和５年度住民税均等割非課税世
帯）に対する生活支援のため，１世帯当たり７万円の給付金
を現金給付するもの（事務費を含む）。

2023年12月 ～ 2024年10月 3,476,687,008 3,369,104,000
Ａ低所得世帯支援枠を活
用した給付事業

エネルギー・食料品等の物価高騰の影響により特に負担が増大し
ている低所得世帯（令和５年度住民税均等割非課税世帯）に対す
る生活支援のため，１世帯当たり７万円の給付金を支給した。

給付金の支給により，物価高騰の影響を受け，特に負担が増大している低
所得世帯（令和５年度住民税均等割非課税世帯）の方々への生活支援につ
ながった。

対象世帯に対して令
和６年１月までに支
給を開始する

－
対象世帯に対して令和
６年１月25日に支給を
開始した

－

2 単

低所得者支援・定額減税補足
給付金給付事業費（住民税均
等割のみ課税世帯分）【物価
高騰対策給付金】

低所得者支援及び定額減税を補足する給付として，定額減税
の実施と併せて実施される一連の給付のうち，エネルギー・
食料品等の物価高騰の影響により特に負担が増大している低
所得世帯（令和５年度住民税均等割のみ課税世帯）に対する
生活支援のため，１世帯当たり10万円の給付金を現金給付す
るもの（事務費を含む）。

2024年1月 ～ 2024年11月 562,755,873 562,755,873
Ｂ給付金・定額減税一体
支援枠を活用した給付事
業

低所得者支援及び定額減税を補足する給付として，定額減税の実
施と併せて実施される給付のうち，エネルギー・食料品等の物価
高騰の影響により特に負担が増大している低所得世帯（令和５年
度住民税均等割のみ課税世帯）に対する生活支援のため，１世帯
当たり10万円の給付金を支給した。

給付金の支給により，物価高騰の影響を受け，特に負担が増大している低
所得世帯（令和５年度住民税均等割のみ課税世帯）の方々への生活支援に
つながった。

対象世帯に対して令
和６年３月までに支
給を開始する

－
対象世帯に対して令和
６年３月26日に支給を
開始した

－

3 単

低所得者支援・定額減税補足
給付金給付事業費（こども加
算分）【物価高騰対策給付
金】

低所得者支援及び定額減税を補足する給付として，定額減税
の実施と併せて実施される一連の給付のうち，エネルギー・
食料品等の物価高騰の影響により特に負担が増大している低
所得世帯（令和５年度住民税均等割非課税世帯及び均等割の
み課税世帯）で18歳以下の児童がいる子育て世帯への生活支
援のため№１・２の給付に加え，児童１人当たり５万円のこ
ども加算を現金給付するもの（事務費を含む）。

2024年1月 ～ 2024年11月 319,600,000 319,600,000
Ｂ給付金・定額減税一体
支援枠を活用した給付事
業

低所得者支援及び定額減税を補足する給付として，定額減税の実
施と併せて実施される一連の給付のうち，エネルギー・食料品等
の物価高騰の影響により特に負担が増大している低所得世帯（令
和５年度住民税均等割非課税世帯及び均等割のみ課税世帯）で18
歳以下の児童がいる子育て世帯への生活支援のため№１・２の給
付に加え，児童１人当たり５万円のこども加算を支給した。

給付金の支給により，物価高騰の影響を受け，特に負担が増大している低
所得世帯（令和５年度住民税均等割非課税世帯及び均等割のみ課税世帯）
のうち，子育て世帯の方々への生活支援につながった。

対象世帯に対して令
和６年３月までに支
給を開始する

－
対象世帯に対して令和
６年３月26日に支給を
開始した

－

5 単
低所得者支援・定額減税補足
給付金給付事務費（調整給付
分）【物価高騰対策給付金】

低所得者支援及び定額減税を補足する給付として，定額減税
の実施と併せて実施される一連の給付のうち，定額減税可能
額が，令和６年に入手可能な課税情報を基に把握された当該
納税者の令和６年分推計所得税額又は令和６年度分個人住民
税所得割額を上回る者に対し，当該上回る額の合算額を基礎
として，１万円単位で切り上げて算定した額（調整給付）を
現金給付するための事務費。

2024年2月 ～ 2024年10月 2,966,700 2,966,700
Ｂ給付金・定額減税一体
支援枠を活用した給付事
業

令和６年度早期の支給に向け，調整給付の給付額算定に必要な税
情報を得るための住民税賦課システムの改修等を実施した。

令和６年度分の住民税の申告に合わせシステムの改修が完了したことで，
円滑に給付額算定の準備ができた。

事務処理基準日以
後，対象者に対して
速やかに支給を開始
する

－

事務処理基準日（令和
６年６月3日）以降の速
やかな支給に寄与し
た。

－

10 単
障害児通所支援等物価高騰対
策臨時特例給付金給付事業費

物価高騰下において，障害児通所支援事業所等の利用者の負
担を軽減するため，利用者に対し，利用者負担相当額を交付
するもの。

2024年1月 ～ 2024年12月 8,757,600 8,552,000
②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

物価高騰の影響を受けている子育て世帯を支援するため，障害児
通所サービス等を令和５年度中に利用した場合に，障害児通所支
援等を利用した月の最大２か月分の利用者負担に相当する費用を
795世帯に給付した。

物価高騰の影響を受けている子育て世帯の経済的な支援につながった。
利用者からの申請に
対する交付実施率

100% 100% 100%

11 単
市立児童クラブ物価高騰対策
臨時特例事業費（放課後児童
健全育成事業収入減免）

物価高騰下において，公設の放課後児童クラブを利用する児
童の保護者の負担を軽減するため，利用負担金を免除するも
の。

2024年1月 ～ 2024年3月 45,149,400 45,149,000
②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

免除対象となる3,734人全員の令和6年1月から2月までの利用負担
金を免除した。

免除対象者から「物価高騰下で家計が苦しい中での支援で，大変助かっ
た」といった声をいただくなど，放課後児童クラブを利用する児童の保護
者の経済的負担の軽減につながった。

対象期間の保護者負
担額

０円 ０円 100%

12 単
放課後児童クラブ物価高騰対
策臨時特例事業費補助金

物価高騰下において，民営の放課後児童クラブを利用する児
童の保護者の負担を軽減するため，保護者に対し，利用負担
金の一部を補助するもの。

2024年1月 ～ 2024年3月 1,490,710 1,490,000
②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

対象となる120人全員の令和6年1月から2月までの利用負担金軽減
に係る経費に対して助成を行った。

助成対象者から「物価高騰下で家計が苦しい中での支援で，大変助かっ
た」といった声をいただくなど，民営放課後児童クラブを利用する児童の
保護者の経済的負担の軽減につながった。

運営事業者からの申
請に対する補助実施
率

100% 100% 100%

13 単
認可外保育施設物価高騰対策
臨時特例給付金給付事業費

物価高騰下において，認可外保育施設の児童の保護者の負担
を軽減するため，保護者に対し，施設利用費及び給食費等の
支払相当額を給付するもの。

2023年9月 ～ 2024年5月 15,115,499 15,115,000
②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

認可外保育施設を利用する保護者271人からの申請に対し，令和５
年11・12月分の施設利用費及び給食費負担相当額を給付した。

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている子育て世帯の負
担軽減につながった。

保護者からの申請に
対する給付実施率

100% 100% 100%

14 単
市立保育所保育料免除事業
（物価高騰緊急対策）

物価高騰下において，市立保育所の児童の保護者の負担を軽
減するため，保育料を免除するもの。

2024年1月 ～ 2024年2月 26,114,700 26,114,000
②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

市立保育所等の在席児童延べ756人に対し，令和６年１・２月の２
か月間の保育料を免除した。

保護者等から「物価高騰の影響で家計が苦しい中での支援で，大変助かっ
た」などの声をいただき，子育て世帯の保護者支援につながった。

対象期間の保育料保
護者負担額

０円 ０円 100%

15 単
民間保育所等保育料免除事業
（物価高騰緊急対策）

物価高騰下において，民間保育所の児童の保護者の負担を軽
減するため，保育料を免除するもの。

2024年1月 ～ 2024年5月 124,019,000 124,018,000
②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

民営保育所等の在席児童延べ3,465人に対し，令和６年１・２月の
２か月間の保育料を免除した。

保護者等から「物価高騰の影響で家計が苦しい中での支援で，大変助かっ
た」などの声をいただき，子育て世帯の保護者支援につながった。

対象期間の保育料保
護者負担額

０円 ０円 100%

16 単
市立保育所等副食費物価高騰
対策臨時特例事業費

物価高騰下において，市立保育園等の児童の保護者の負担を
軽減するため，副食費の保護者負担を免除するもの。

2024年1月 ～ 2024年2月 7,065,000 7,065,000
②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

市立保育所等の在席児童延べ1,570人に対し，令和６年１・２月の
２か月間の副食費を免除した。

保護者等から「物価高騰の影響で家計が苦しい中での支援で，大変助かっ
た」などの声をいただき，子育て世帯の保護者支援につながった。

対象期間の副食費保
護者負担額

０円 ０円 100%

17 単
民営保育所等副食費物価高騰
対策臨時特例給付金給付事業
費

物価高騰下において，民営保育所等の児童の保護者の負担を
軽減するため，保護者に対し，副食費の保護者負担相当額を
給付するもの。

2024年1月 ～ 2024年5月 34,673,099 34,673,000
②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

民営保育所等91施設からの申請に対し，在席児童延べ7,857人の令
和６年１・２月の２か月間の副食費の負担軽減分について給付し
た。

保護者等から「物価高騰の影響で家計が苦しい中での支援で，大変助かっ
た」などの声をいただき，子育て世帯の保護者支援につながった。

運営実施者からの申
請に対する給付実施
率

100% 100% 100%

18 単
私立幼稚園等副食費物価高騰
対策臨時特例給付金給付事業
費

物価高騰下において，私立幼稚園等の児童の保護者の負担を
軽減するため，保護者に対し，副食費の保護者負担相当額を
給付するもの。

2024年1月 ～ 2024年5月 1,296,930 1,296,000
②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

私立幼稚園等5施設からの申請に対し，在席児童延べ484人の令和
６年１・２月の２か月間の副食費の負担軽減分について給付し
た。

保護者等から「物価高騰の影響で家計が苦しい中での支援で，大変助かっ
た」などの声をいただき，子育て世帯の保護者支援につながった。

運営実施者からの申
請に対する給付実施
率

100% 100% 100%

19 単
市立幼稚園給食費物価高騰対
策臨時特例事業費

物価高騰下において，市立幼稚園の児童の保護者の負担を軽
減するため，給食費の保護者負担を免除するもの。

2024年1月 ～ 2024年3月 71,050 71,000
②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

市立幼稚園の在席児童延べ36人に対し，令和６年１・２月の２か
月間の給食費を免除した。

保護者等から「物価高騰の影響で家計が苦しい中での支援で，大変助かっ
た」などの声をいただき，子育て世帯の保護者支援につながった。

対象期間の給食費保
護者負担額

０円 ０円 100%

20 単
学校給食物価高騰対策臨時特
例事業費負担金

物価高騰下において，小，中，義務教育学校の児童生徒の保
護者の負担を軽減するため，給食費の保護者負担を免除する
もの。

2024年1月 ～ 2024年3月 118,825,951 118,717,000
②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

小中義務教育学校に在籍する児童生徒約19,750人の令和６年２月
から３月までの学校給食費（保護者負担額）小学校275円，中学校
310円を負担した。

支援世帯から「物価高騰下で家計が苦しい中での支援で，大変助かった」
といった声をいただくなど，高知市立小・中・義務教育学校児童生徒の保
護者の経済的負担の軽減につながった。

令和６年２月から３
月の給食費保護者負
担額

０円 ０円 100%

21 単
学校給食物価高騰対策臨時特
例事業費

物価高騰下において，特別支援学校の児童の保護者の負担を
軽減するため，給食費の保護者負担を免除するもの。

2024年1月 ～ 2024年3月 210,931 205,000
②エネルギー・食料品価
格等の物価高騰に伴う子
育て世帯支援

特別支援学校に在籍する児童生徒128人の令和６年２月から３月ま
での学校給食費（保護者負担額）小学部校320円，中・高等部360
円を負担した。

支援世帯から「物価高騰下で家計が苦しい中での支援で，大変助かった」
といった声をいただくなど，高知市立特別支援学校児童生徒の保護者の経
済的負担の軽減につながった。

令和６年２月から３
月の給食費保護者負
担額

０円 ０円 100%

22 単
社会福祉施設等物価高騰緊急
対策給付金給付事業費

物価高騰下において，社会福祉サービス等を提供する事業者
の負担を軽減し，利用者が安心してサービスを受けられる環
境を維持するため，社会福祉施設等に対し，給付金を給付す
るもの。

2024年1月 ～ 2024年5月 45,877,163 45,638,000

⑤医療・介護・保育施
設，学校施設，公衆浴場
等に対する物価高騰対策
支援

377事業所から申請を受け，合計45,830千円支給した。
原油価格及び物価の高騰により電気，ガス，燃料費等の負担が増大してい
る事業者の経済的支援となった。

対象となる施設及び
事業所等に対する支
給率

100% 98.3% 98.3%

24 単
医療施設等物価高騰緊急対策
支援事業費

物価高騰下において，医療サービス等を提供する事業者の負
担を軽減し，利用者が安心してサービスを受けられる環境を
維持するため，医療施設等に対し，給付金を給付するもの。

2024年4月 ～ 2024年6月 97,300,065 72,616,000

⑤医療・介護・保育施
設，学校施設，公衆浴場
等に対する物価高騰対策
支援

医療施設等の区分に応じて１件あたり30,000円～921,600円を給付
した。事業者から
の申請に対する給付実施率は100％であった。

給付対象施設から「燃料費等の高騰で経営が苦しい中での支援で，大変助
かった」などの声を
いただき，物価・原油価格高騰の影響を受ける医療施設等の支援につな
がった。

事業者からの申請に
対する給付実施率

100% 100% 100%

25 単
民営保育所等物価高騰緊急対
策給付金給付事業費

物価高騰下において，民営保育所等の負担を軽減し，保護者
が安心して児童を預けられる環境を維持するため，民営保育
所等に対し，給付金を給付するもの。

2023年4月 ～ 2024年2月 28,860,000 28,860,000

⑤医療・介護・保育施
設，学校施設，公衆浴場
等に対する物価高騰対策
支援

民営保育所等99施設からの申請に対し，定員区分ごとに設定した
給付金を給付した。

施設から「物価高騰により運営に余裕がない中での支援で，助かった」な
どの声をいただき，事業者支援につながった。

運営事業者からの申
請に対する給付実施
率

100% 100% 100%

26 単
私立幼稚園等物価高騰緊急対
策給付金給付事業費

物価高騰下において，私立幼稚園等の負担を軽減し，保護者
が安心して児童を預けられる環境を維持するため，私立幼稚
園等に対し，給付金を給付するもの。

2023年4月 ～ 2024年2月 1,260,000 1,260,000

⑤医療・介護・保育施
設，学校施設，公衆浴場
等に対する物価高騰対策
支援

私立幼稚園等４施設からの申請に対し，定員区分ごとに設定した
給付金を給付した。

施設から「物価高騰により運営に余裕がない中での支援で，助かった」な
どの声をいただき，事業者支援につながった。

運営事業者からの申
請に対する給付実施
率

100% 100% 100%

27 単
民間母子生活支援施設物価高
騰緊急対策給付金給付事業費

物価高騰下において，母子生活支援施設の事業者の負担を軽
減し，利用者が安心してサービスを受けられる環境を維持す
るため，母子生活支援施設に対し，給付金を給付するもの。

2023年7月 ～ 2024年2月 150,000 150,000

⑤医療・介護・保育施
設，学校施設，公衆浴場
等に対する物価高騰対策
支援

経費負担が増大していた光熱水費等施設管理費に充当し，経営改
善を図るとともに母子生活支援施設のサービス利用者のサービス
向上につなげた。

母子生活支援施設のサービス利用者が，安心してサービスを受けられる環
境を維持することができ，サービス向上につながった。

運営事業者からの申
請に対する給付実施
率

100% 100% 100%

28 単
中小企業等生産性向上設備導
入支援事業費補助金（物価高
騰緊急対策）

物価高騰下において，中小企業等経営強化法に規定された中
小企業者のエネルギー価格高騰対策を支援するため，中小企
業者等に対し，生産性を向上させる先端設備等を導入する費
用の一部を補助するもの。

2024年2月 ～ 2025年3月 58,857,000 34,792,000
⑦中小企業等に対するエ
ネルギー価格高騰対策支
援

26事業者に補助金を支給した。
設備投資に積極的な，物価高騰の影響を受けている事業所に対して必要な
支援を行ったことで，業績が悪化している中小企業者等の経営支援につな
がった。

本補助金の交付を受
けて生産性を向上さ
せる先端設備等を導
入する事業者数

20事業者 26事業者 130.0%

31 単
公共交通利用推進事業費補助
金（物価高騰緊急対策）

物価高騰下において，子育て世帯等の負担を軽減するととも
に，依然として厳しい環境下にある交通事業者を支援するた
め，市内在住の通学定期券購入者に対し，購入費の半額を補
助するほか，交通事業者に対し，事業者負担分の半額を補助
するもの。

2024年3月 ～ 2025年3月 75,718,000 49,172,000
⑧地域公共交通・物流や
地域観光業等に対する支
援

発券枚数前年比+1,083枚(152％)、定期代前年比+47,784千円
(230％)と想定を上回る結果となった。

購入時に実施したアンケートから、「今回のキャンペーンをきっかけに定
期券を購入した」割合が25.9%（有効回答2,790人中724人）という結果が
出ており，今回の事業が需要喚起，利用促進につながった。

通学定期券販売件数
（対令和４年度比）

1.5倍 1.52倍 101.3%

32 単
公共施設光熱費高騰対策事業
費（物価高騰緊急対策）

光熱費高騰下において，公共施設の安定的な管理・運営を図
るため，公立学校，図書館及び公民館等，直接住民の用に供
する施設に対し，光熱費高騰相当額を支援するもの。

2023年4月 ～ 2024年2月 151,628,279 41,348,000

⑤医療・介護・保育施
設，学校施設，公衆浴場
等に対する物価高騰対策
支援

光熱費高騰相当額の支援に係る経費（令和５年４月～令和６年２
月の11か月分の料金について，令和3年度の年間光熱費を12か月で
割った月平均額を上回った分）を支援した。

光熱費高騰相当額を支援することにより，高騰見合いの利用料等を増額す
ることなく，適正な施設運営を実施することができた。

対象施設への支援実
施率

100% 100% 100%

取組の分類 実績（実施状況） 事業の効果検証・結果 成果目標

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金に係る令和５年度実施計画登載事業の効果検証等について 
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